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	第２　適用範囲
	第３　施設機械設備工事
	１　請負工事費の構成
	請負工事費の構成は、次のとおりとする。
	１－１　製作工事原価
	１－２　据付工事原価

	２　請負工事費の費目
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	２－２　据付工事原価
	ア 輸送費
	イ 材料費
	ウ 労務費
	エ 塗装費
	オ 直接経費
	カ 仮設費
	ア 共通仮設費

	２－３　設計技術費
	２－４　一般管理費等
	(1) 一般管理費
	新技術又は新経営組織の採用、資源の開発、市場の開拓のため特別に支出した費用の償却額。
	(2) 付加利益
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	３－７　支給品の取扱い
	３－８　｢処分費等｣の取扱い
	(注)　１　上表の処分費等は、準備費に含まれる処分費を含むものとする。
	なお、準備費に含まれる処分費は伐開、除根等に伴うものである。
	２　設計技術費については、処分費等を率計算の対象としない。
	３　上表により難い場合は別途考慮するものとする。
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	１－２　据付工事価格

	２　請負工事費の費目
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	第1　適用範囲
	１　区分及び構成
	２　適用条件
	３　ポンプ吐出量の標準値
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	１－３　副部材費
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	１－６　標準用排水ポンプ部材所要量(ポンプ本体)
	１－７　フラップ弁部材所要量
	１－８　立軸軸流・斜流ポンプの原動機(減速機)架台全部材所要量

	３　製作工数
	３－１　ポンプ形式区分毎１台当り標準製作工数(ｙ)
	３－２　立軸軸流・斜流ポンプのコラム長による補正工数(ｙｋ)
	３－３　フラップ弁の標準製作工数(ｙｆ)
	３－４　立軸軸流・斜流ポンプの原動機(減速機)架台の標準製作工数(ｙｍ)
	３－５　ポンプ製作数による補正係数(Ｋｎ)

	４　工場塗装費
	５　直接経費
	５－１　木型費


	第３　直接工事費
	１　輸送費
	１－１　輸送費

	２　材料費
	２－１　材料費の構成
	２－２　据付材料費
	２－３　据付補助材料費

	３　据付工数
	３－１　ポンプ設備据付工数
	３－２　付帯設備据付工数

	４　現場塗装費
	５　直接経費
	５－１　機械経費
	５－２　試運転調整費



	075-100-03第3章河川・水路用水門歩掛
	第３章　水門設備
	第１　河川・水路用水門設備
	１　適用範囲
	１－１　区分及び構成
	(1) 河川・水路用水門設備の区分及び構成は表－3・1・1のとおりとする。

	２　直接製作費
	２－１　材料費
	(1) 材料費構成
	(2) 主要部材費
	(3) 副部材費
	(5) 製作補助材料費

	２－２　機器単体費
	２－３　製作工数
	(1) 標準製作工数(ｙ)
	(2)　工数補正
	(3)　付属設備製作工数

	２－４　工場塗装費
	２－５　直接経費

	３　直接工事費
	３－１　輸送費
	３－２　材料費
	(1) 材料費構成
	(2) 据付材料費



	据付労務費（円/式）　＝Σ｛職種別据付工数(人/式)　×　職種別賃金(円/人)｝
	据付労務費は、据付対象設備の据付に従事する機械設備据付工、普通作業員の労務費をいい、別途計上される土木工事費、電気工事費中の労務費は対象としない。
	(3) 据付補助材料費

	据付労務費（円/式）　＝　Σ｛職種別据付工数(人/式)×職種別賃金(円/人)｝
	据付労務費は、据付対象設備の据付に従事する機械設備据付工、普通作業員の労務費をいい、別途計上される土木工事費、電気工事費中の労務費は対象としない。
	３－３　据付工数
	(1) 標準据付工数(ｙ)
	(2) 据付数による補正係数(Ｋｎ)

	３－４　現場塗装費
	３－５　直接経費
	(1) 機械経費
	(2) クレーンの標準運転日数等
	(3) 電気溶接機の標準運転日数
	(4) 組立架台
	(5) 二次コンクリート及び型枠費

	３－６　試運転費
	４　直接工事費（修繕）
	４－１　材料費
	(1) 据付材料費
	(2) 据付補助材料費



	据付労務費は、据付対象設備の修繕（取替・扉体取外し）に従事する機械設備据付工、普通作業員、電工の労務費をいい、別途計上される土木工事費、電気工事費中の労務費は対象としない。
	４－２　取替工数
	４－３　機械経費


	101-128-04第3章ダム用水門歩掛
	第２　ダム用水門設備
	１　適用範囲
	１－１　区分及び構成
	(1) ダム用水門設備の区分及び構成は表－3・2・1のとおりとする。

	１－２　区分の解説
	２　直接製作費
	２－１　材料費
	(1) 材料費構成
	(2) 主要部材費
	(3)　副部材費
	(4)　部品費



	(注) 1　放流設備の四方水密ラジアルゲートの開閉装置は、油圧シリンダ式であり、放流設備の三方水密ラジアルゲート、制水設備、取水設備はワイヤロープウインチ式である。
	2　油圧シリンダ式開閉装置において、シリンダ軸受(ころがり軸受、すべり軸受)については、部品費率に含まれないため、部品費として所要量を別途積上げるものとする。
	また、油圧配管の材料費は、副部材費率、部品費率に含まれないため、所要量を副部材として別途積上げるものとする。
	3　開閉装置にラック式・スピンドル式開閉機を使用する場合は機器単体品とし、副部材費、部品費は計上しないものとする。
	4　四方水密ラジアルゲート以外の開閉装置(ワイヤロープウインチ式)は、次式により開閉装置の副部材費率、部品費率の補正を行うものとする。
	副部材費率＝　副部材費率(表－3・2・4)　×　Ｆ1　×　Ｆ2
	AA＝　AA(表－3・2・4)　×　Ｆ1　×　Ｆ2
	Ｆ1：休止装置の有無による補正係数
	Ｆ2：ドラム直結式(オープンギヤ無し)補正係数
	なお、補正係数は、表－3・2・5による。
	(注)　「ドラム直結式」とは、オープンギヤ等による減速を行わず、減速機のみにより減速し、カウンタシャフト等を介し、ドラムを直接駆動する構造とする。
	5　円形多段ゲートの取水塔は、独立塔形式及び堤体支持形式を標準とする。
	6　扉体の全主要部材にステンレス鋼及びステンレスクラッド鋼を使用する場合は、扉体の副部材及び部品所要量は別途積上げるものとする。（ただし、円形多段ゲートは除く）
	(5)　製作補助材料費

	製作補助材料費の積算は、次式による。なお、製作補助材料費率は、表－3・2・6による。
	製作補助材料費＝(主要部材費＋副部材費)×　製作補助材料費率(％)
	(6)　据付架台の材料費の算出
	２－２　機器単体費

	(1) 機器単体費として計上する品目は、表－3・2・8のとおりとする。
	(2) 凍結防止装置（鋼管発熱式）工事、シャッター工事、ＰＣ鋼棒・鋼線工事

	ア 凍結防止装置（鋼管発熱式）工事
	凍結防止装置（鋼管発熱式）の製作費は、見積によるものとし、材料費、労務費、間接労務費、工場管理費、一般管理費を含む一式を機器単体費として計上する。
	なお、設計技術費及び一般管理費等の算定時の取扱は、機器単体費と同様とする。
	イ シャッター工事
	積雪寒冷地域等で、小容量放流設備用ゲート・バルブ下流側にシャッターを設置する場合、製作費は、見積によるものとし、材料費、労務費、間接労務費、工場管理費、一般管理費等を含む一式を機器単体費として計上する。
	なお、設計技術費及び一般管理費等の算定時の取扱は、機器単体費と同様とする。
	ウ ＰＣ鋼棒・鋼線工事
	ＰＣ鋼棒・鋼線工事の製作費は、見積によるものとし、材料費、労務費、間接労務費、工場管理費、一般管理費等を含む一式を機器単体費として計上する。
	なお、設計技術費及び一般管理費等の算定時の取扱は、機器単体費と同様とする。
	２－３　製作工数
	(1)　標準製作工数


	(注) 1　ｙは標準製作工数(人/門、門分、基)、ｘは適用範囲に記載している１門当りの各々の要素である。
	2　直線多段ゲートの「スクリーン」は受桁も含まれるが、円形多段ゲートのスクリーンは受桁を含まない(取水塔に含まれる)。
	3　開閉装置の標準製作工数
	(1)　取水設備の開閉装置はワイヤロープウインチ式の場合である。
	(2)　1Ｍ1Ｄ・1Ｍ2Ｄ開閉装置は、ドラムをオープンギアで減速駆動する方式で、休止装置が設けられるものを標準とする工数であり、標準以外のものは補正するものとする。
	なお、取水設備の開閉装置は揚程が20ｍ以内のものを標準とする工数であり、標準以外のものは補正するものとする。
	(3)　標準製作工数に含む内容は、次のとおりである。
	開閉装置毎の製作工数
	① 　ワイヤロープウインチ  …………  開閉機全体、大形開閉装置付の点検梯子等
	4　「開閉装置」は1基当りとし、多段ゲートで上段扉、下段扉用とある場合は、各々で算出し合算するものとする。
	5　整流装置はリフティング装置を含むものとする。
	6　円形多段ゲートの取水塔は、独立塔形式及び堤体支持方式を標準とする。
	7　円形多段ゲートの取水塔には、戸当りを含むものとする。
	8　下記については標準製作工数に含まれないため別途積算するものとする。
	(1)　開閉装置の点検設備(オーバーブリッジ形の通路、転向シーブ点検架台)、ロープダクト等。
	(2)　据付架台(設備の現地据付等に際して使用する架台で、工場製作され埋設するもの)。
	(3)　組立架台(工場製作され一時的に設備を支持する架台等で埋設されないもの)。
	(2)　工数補正

	(注) 1　各設備の「扉体」のみ補正を行うものとし、「戸当り」「開閉装置」「基礎材」については、材質による補正を行わないものとする。
	2　取水設備の「スクリーン」、「取水塔」はステンレス鋼を使用した場合の標準製作工数であり、ステンレス鋼、ステンレスクラッド鋼以外の部材を使用する場合の補正係数は「0.77」とする。
	3　大容量及び小容量放流管はステンレス鋼、ステンレスクラッド鋼を使用した場合の標準製作工数であり、他の部材を使用した場合の補正係数は「0.77」とする。
	4　小容量放流設備用ゲート・バルブの標準工数は接水部にステンレス鋼、ステンレスクラッド鋼を使用した場合（オールステンレスの場合を含む）を標準としており、使用材料による補正は行わないものとし、他の材料を使用する場合は別途考慮するものとする。
	イ　構造による補正係数(Ｋｓ)
	(注)　重構造戸当り延長比率λは
	Ｋｓ＝Ｆ1×Ｆ2×Ｆ3
	ウ　水深による補正係数(Ｋｈ)
	エ　製作数による補正係数(Ｋｎ)
	２－４　工場塗装費
	２－５　ステンレス鋼表面処理費
	２－６　直接経費
	３　直接工事費
	３－１　輸送費
	３－２　材料費
	(1) 材料費構成



	材料費　＝　据付材料費　＋　据付補助材料費
	(2) 据付材料費

	据付材料費　＝据付労務費(円)×据付材料費率(％)
	据付労務費　＝Σ(職種別据付工数(人/式)×職種別賃金(円/人))
	(3)　据付補助材料費
	３－３　据付工数

	Ｙ＝　ｙ×Ｋｈ×Ｋｎ
	Ｙ ：設備1門当りの据付工数(人/門)
	(1) 標準据付工数(ｙ)

	(注) 1　標準据付工数の範囲
	(1) ダム用水門設備の標準据付工数の範囲は、扉体、戸当り、開閉装置、基礎材、機側操作盤（機側操作盤以降の電気配線、配管を含む）、据付架台の据付は、組立架台の設置及び撤去等、準備、試運転調整、後片付けまでとする。
	(2) 取水設備には、スクリーン、整流装置、リフティング装置、取水塔（円形多段ゲート）を含むものとする。
	(3) 小容量放流設備用ゲート・バルブの標準据付工数の範囲は、扉体、ケーシング及びボンネット、開閉装置、支持台、機側操作盤(機側操作盤以降の電気配線・配管を含む)、据付架台、準備、試運転調整、後片付けであり、放流管との接続作業は含むが、放流管及び主ゲート・バルブ、副ゲート・バルブ間の接続管については別途積算するものとする。
	(4) 大容量放流管の標準据付工数の範囲は、据付架台、ベルマウス、フード、管胴、整流板、補剛材等の据付け、内部支保工の撤去、準備、後片付けまでとする。
	2　標準据付工数と範囲外の分界点
	(1) 土木工事(二次コンクリート、仮締切、水替、コンクリートはつり等)、電気工事(一次側配管・配線、照明等)、塗装及び特殊工事については標準据付工数に含まれていないため、別途積算するものとする。
	(2) ダム用水門設備の四方水密ラジアルゲート及び小容量放流設備用ゲート・バルブには油圧ユニット以降の油圧配管の据付を含むものとする。
	ただし、異なるユニットを連結するためのものは別途積算するものとする。
	(3) ダム用水門設備において、空気管、充水装置は標準据付工数に含まれないため別途積算するものとするが、主体となる設備と一体となっている場合は最寄りのフランジまでの配管を含むものとする。
	3　作業環境等
	(1) ダム用水門設備は、ケーブルクレーン等を用い、堤体打設と競合する条件下において据付ける場合のものである。
	4　分割発注の場合の区分別工数は、次式による。
	区分別工数(人/門)＝全体工数(人/門)×区分別工数比率
	区分別工数比率は、表－3・2・28のとおりとする。
	5　付属設備
	(2) 工数補正

	ア　水深による補正係数(Ｋｈ)
	イ　据付数による補正係数(Ｋｎ)
	３－４　凍結防止装置(鋼管発熱式)工事、シャッター工事、ＰＣ鋼棒・鋼線工事及び据付後の緊張工事・グラウト工事
	３－５　取替工数
	(1) 第１　河川・水路用水門設備　４　直接工事費（修繕）　４－２　取替工数　(1)ワイヤロープ取替工数を使用する。

	３－６　直接経費
	(1) 機械経費


	(注)「雑器具損料」とはジャッキ、チェーンブロック類、溶接用雑器具、据付用雑器具等の損料である。
	(2) クレーンの標準運転日数等
	(3)　電気溶接機の標準運転日数
	(4)　組立架台
	３－７　試運転費
	試運転工数は、標準据付工数に含まれているので別途計上しないものとする。
	なお、標準据付工数に含まれる試運転は、機側操作盤以降(二次側)の試運転調整である。



	129-131-05第3章ゴム堰歩掛
	第３　ゴム引布製起伏ゲート設備
	１　適用範囲
	１－１　区分及び構成
	２　直接製作費
	２－１　材料費
	(1) 材料費の構成
	(2) 部品費
	(3) 機器単体費

	２－２　製作工数
	(1) 付属設備製作工数

	２－３　工場塗装費
	２－４　直接経費

	３　直接工事費
	３－１　輸送費
	３－２　材料費
	(1) 材料費構成
	(2) 据付材料費
	(3) 据付補助材料費

	３－３　据付工数
	３－４　現場塗装費
	３－５　直接経費
	３－６　試運転費



	132-146-06第4章除塵歩掛
	第１　適用範囲
	1　区分及び構成
	２　適用範囲

	第２　直接製作費
	１　材料費
	１－１　材料費構成


	材料費の構成は次のとおりとする。
	材料費＝主要部材費　＋　副部材費　＋　部品費　＋　製作補助材料費
	１－２　主要部材費
	１－３　副部材費

	2　除塵機本体から独立した操作台・管理橋(手摺、階段含む)、塵芥用コンテナ等の鋼製付属設備は、「第6章　鋼製付属設備」の直接部材費を適用する。
	3　除塵機本体引き上げ装置は別途積上げるものとする。
	１－４　部品費
	１－５　製作補助材料費

	2　レーキ形定置回動式除塵機本体の内、本体架台、原動機架台、操作・管理用足場等は、「第6章　鋼製付属設備」の補助材料費を適用する。
	3　除塵機本体から独立した操作台・管理橋(手摺、階段含む)、塵芥用コンテナ等の鋼製付属設備は、「第6章　鋼製付属設備」の補助材料費を適用する。
	２　機器単体費
	３　製作工数
	３－１　標準製作工数(ｙ)


	2　製作工数に含む内容は次のとおりである。
	3　レーキ形定置回動式除塵機本体の内、本体架台、原動機架台、操作・管理用足場等は、「第6章 鋼製付属設備」の製作工数を適用する。
	4　除塵機本体から独立した操作台・管理橋(手摺、階段含む)、塵芥用コンテナ等の鋼製付属設備は、「第6章  鋼製付属設備」の製作工数を適用する。
	３－２　使用材料による補正係数(Ｋｍ)
	３－３　構造による補正係数(Ｋｓ)
	３－４　製作数による補正係数(Ｋｎ)
	４　工場塗装費
	４－１　工場塗装面積

	５　直接経費

	第３　直接工事費
	１　輸送費
	１－１　輸送費

	２　材料費
	２－１　材料費構成
	２－２　据付材料費
	２－３　据付補助材料費

	３　据付工数
	３－１　標準据付工数 (ｙ)

	３－２　工数補正

	(1)　構造による補正係数(Ｋｓ)
	(2)　据付数による補正係数(Ｋｎ)
	４　現場塗装費
	５　直接経費
	５－１　機械経費
	５－２　移動式クレーンの標準運転日数
	５－３　電気溶接機の標準運転日数
	５－４　試運転費



	147-149-07第5章ダム管理歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び構成

	第２　直接製作費
	１　材料費
	１－１　機器単体費
	１－２　付属設備製作費

	２　工場塗装費
	３　直接経費

	第３　直接工事費
	１　輸送費
	２　材料費
	２－１　材料費構成
	２－２　据付材料費
	２－３　据付補助材料費

	３　据付工数
	４　現場塗装費
	５　直接経費
	５－１　機械経費
	５－２　試運転費



	150-156-08第6章鋼製付属歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び内容

	第２　直接製作費
	１　材料費
	１－１　材料費の構成
	１－２　直接部材費
	１－３　部品費
	１－４　製作補助材料費

	２　機器単体費
	３　製作工数
	３－１ 標準製作工数(ｙ)
	３－２　工数補正

	４　工場塗装費
	５　直接経費

	第３　直接工事費
	１　輸送費
	２　材料費
	２－１　材料費の構成
	２－２　据付材料費
	２－３　据付補助材料費


	据付労務費　 　＝Σ｛職種別据付工数(人/式)× 職種別賃金(円/人)｝
	３　据付工数
	３－１　標準据付工数(ｙ)
	３－２　据付数による補正係数(Ｋｎ)

	４　現場塗装費
	５　直接経費
	５－１　機械経費



	157-163-09第7章塗装歩掛
	第１　適用範囲
	第２　工場塗装
	１　工場塗装歩掛
	２　工場素地調整
	２－１　工場素地調整程度
	２－２　工場素地調整歩掛

	３　希釈剤使用量
	４　工場塗装工歩掛

	第３　現場塗装
	１　現場塗装歩掛
	２　現場塗装工歩掛
	３　歩掛補正
	４　現場塗替素地調整
	４－１　現場塗替素地調整程度
	４－２　現場塗替素地調整歩掛

	５　歩掛補正
	６　諸雑費
	７　現場水洗い清掃
	７－１　対象範囲
	７－２　水洗い清掃歩掛



	164-171-10第8章水管橋歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び構成
	２　適用条件

	第２　直接製作費
	１　材料費
	１－１　材料費構成
	１－２　部材費
	１－３　部品費
	１－４　製作補助材料費

	２　機器単体費
	３　製作工数
	３－１　水管橋本体標準製作工数（ｙ）
	３－２　水管橋用歩廊等製作工数

	４　工場防食費
	４－１　工場塗装費
	４－２　工場プラスチック被覆費
	４－３　工場金属溶射費
	４－４　工場内面塗装費

	５　直接経費

	第３　直接工事費
	１　輸送費
	２　材料費
	２－１　材料費構成
	２－２　据付材料費
	２－３　据付補助材料費

	３　据付工数
	３－１　標準据付工数（ｙ）
	３－２　標準据付工数の作業区分による据付工数割合

	４　現場塗装費
	５　直接経費
	５－１　機械経費
	５－２　据付用機械の標準運転日数



	172-173-11第9章電気通信歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び構成
	２　適用条件

	なお、撤去歩掛の算出に当たっては、原則として調整歩掛は含めない。

	174-183-12第9章電気通信歩掛
	第２　据付歩掛
	１　共通設備工
	１－１　配管・配線工


	(2) 施工概要
	１－１－１　配管

	(1) 鋼管(構内地中)敷設
	(3) コンクリートトラフ敷設
	(4) コンクリート管敷設
	(5) 埋設標識シート敷設・地中埋設標敷設
	(6) 電線管敷設
	１－１－２　配線

	4　ラック配線は、ケーブルの結束を含む。
	5　ラック配線で無縫縛の場合は、0.7倍とする。
	6　ラック配線はダクトにも適用する。
	7　ラック配線で既設のケーブルラックのラックカバーの取外し再据付を伴う時は、
	1-2配線器具設置工1-2-2ケーブルラック設置による。
	１－１－３　架空配線

	(1) 引込線(ＤＶ)架空配線
	１－１－４　電力ケーブル端末処理
	１－１－５　電力ケーブル接続
	１－１－６　コンクリート穴あけ、はつり
	１－２　配線器具設置工

	(1) 適用範囲
	(2) 施工概要
	(3) 標準歩掛
	１－２－１　ダクト取付
	１－２－２　ケーブルラック設置

	(1) ケーブルラック設置
	(2) ダクター取付

	184-190-13第9章電気通信歩掛
	１－３　通信配線工
	１－３－１　通信・制御架空配線
	１－３－２　通信・制御ケーブル接続

	１－４　光ケーブル敷設工
	１－４－１　光ケーブル配線
	１－４－２　光ケーブル架空配線
	１－４－３　光ケーブル接続

	１－５　ハンドホール設置工

	191-201-14第9章電気通信歩掛
	１－６　プルボックス設置工
	１－６－１　プルボックス設置
	１－６－２　アウトレットボックス取付

	１－７　分電盤設置工
	１－７－１　自立型分電盤取付
	１－７－２　分電盤取付

	１－８　引込柱設置工
	１－８－１　コンクリート柱建柱
	１－８－２　支線取付
	１－８－３　腕金取付
	１－８－４　引込設備据付

	１－９　通信線柱設置工
	１－９－１　コンクリート柱建柱
	１－９－２　鋼板組柱建柱
	１－９－３　支線取付
	１－９－４　腕金取付

	１－10　配電線設備設置工
	１－10－１　コンクリート柱建柱
	１－10－２　鋼板組立柱建柱
	１－10－３　支線取付
	１－10－４　腕金取付
	１－10－５　架空配線
	１－10－６　変台装置据付
	１－10－７　柱上変圧器据付
	１－10－８　高圧コンデンサ据付

	１－11　避雷設備工
	１－11－１　避雷針設置
	１－11－２　避雷器設置

	１－12　接地設置工
	１－12－１　接地設置


	202-250-15第9章電気通信歩掛
	２　受変電設備工
	２－１　特別高圧受変電設備設置工
	２－１－１　屋外機構設置
	２－１－２　断路器据付
	２－１－３　遮断器据付
	２－１－４　避雷器据付
	２－１－５　変圧器(油入)据付
	２－１－６　変成器据付
	２－１－７　碍子据付
	２－１－８　架線金具等据付
	２－１－９　母線等据付

	２－２　高圧受変電設備設置工
	２－２－１　引込設備据付
	２－２－２　配電盤据付
	２－２－３　配電盤調整
	２－２－４　機側操作盤据付
	２－２－５　制御盤据付
	２－２－６　遮断器据付
	２－２－７　避雷器据付
	２－２－８　変圧器(油入)据付
	２－２－９　変成器据付

	２－３　低圧受変電設備設置工
	２－３－１　引込設備設置
	２－３－２　耐雷トランス据付
	２－３－３　配電盤据付


	３　電源設備工
	３－１　発電設備設置工
	３－１－１　発動発電設備据付
	３－１－２　発動発電設備調整
	３－１－３　発動発電設備据付(パッケージ型)
	３－１－４　発動発電設備調整(パッケージ型)
	３－１－５　燃料小出槽設置

	３－２　無停電電源設備設置工
	(3)　標準歩掛
	３－２－１　無停電電源装置据付
	３－２－３　小容量無停電電源装置据付・調整
	３－２－４　蓄電池据付

	３－３　直流電源設備設置工
	３－３－１　直流電源装置据付
	３－３－２　直流電源装置調整
	３－３－３　蓄電池据付


	４　照明設備工
	４－１　電灯設備設置工
	４－１－１　白熱灯器具取付(屋内)
	４－１－２　白熱灯器具取付(屋外)
	４－１－３　蛍光灯器具取付
	４－１－４　配線器具取付

	４－２　施設照明設備設置工
	４－２－１　水銀灯器具取付(屋内)
	４－２－２　水銀灯器具取付(屋外)

	４－３　道路照明設備設置工
	４－３－１　道路照明灯建柱
	４－３－２　照明器具取付
	４－３－３　分電盤取付(ポール取付)
	４－３－４　自動点滅器取付
	４－３－５　接地設置

	４－４　トンネル照明設備設置工
	４－４－１　坑口照明灯設置
	４－４－２　トンネル照明器具取付
	４－４－３　自動点滅器取付(トンネル照明用)


	５　通信設備工(水管理設備工)
	５－１　テレメータ監視局装置設置工
	５－１－１　テレメータ監視局装置据付
	５－１－２　テレメータ監視局装置調整
	５－１－３　テレメータ傍受装置据付
	５－１－４　テレメータ傍受装置調整
	５－１－５　空中線据付
	５－１－６　空中線調整
	５－１－７　空中線付属品据付

	５－２　テレメータ観測局装置設置工
	５－２－１　テレメータ観測局装置据付
	５－２－２　テレメータ観測局装置調整
	５－２－３　空中線据付
	５－２－４　空中線調整
	５－２－５　空中線付属品取付

	５－３　テレメータ中継局装置設置工
	５－３－１　中継局装置据付
	５－３－２　中継局装置調整
	５－３－３　空中線据付
	５－３－４　空中線調整
	５－３－５　空中線付属品取付

	５－４　放流警報設備工
	５－４－１　放流警報監視局装置据付
	５－４－２　放流警報監視局装置調整
	５－４－３　放流警報中継装置据付・調整
	５－４－４　放流警報警報局装置据付
	５－４－５　放流警報警報局装置調整
	５－４－６　空中線据付
	５－４－７　空中線調整
	５－４－８　空中線付属品据付
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	イ 所要量の算定は積上げによるものとする。
	(2) 補助材料費

	ア 補助材料費の積算は(点検整備工費)×(補助材料費率)とする。
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	(2) 塗装面積の算定は積上げによるものとする。ただし、実績等により塗装面積の明らかなものはそれによってもよいものとする。
	(3) 塗装面積１㎡当たりの単価は、積上げ又は見積価格、実績価格等の資料により決定するものとする。
	(1) 共通仮設費の積算は、率計算による額と積上げ積算による額とを加算して算定するものとする。
	(2) 率計算による積算は、次に示す対象額に率を乗じて得た額とする。
	(3) 複数種の設備を１件の点検整備業務で発注する場合の共通仮設費率は、設備毎の共通仮設費率を採用し、設備毎の共通仮設費（率分）を単純合算するものとする。
	(4) 運　搬　費
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	エ　点検整備間接費は（賃金）×（点検整備間接費率）とし、点検整備間接費率は表－1・5のとおりとする。
	(6) 宿　泊　費
	(7) 安　全　費

	ア　共通仮設費率に含まれる安全費は、次のとおりとする。
	イ　積上げによる安全費は次のとおりとし、現場状況を適確に把握し必要額を適正に積上げるものとする。
	(8) 技術管理費

	ア　共通仮設費率に含まれる技術管理費は次のとおりとする。
	イ　積上げ積算による技術管理費は、必要額を適正に積上げるものとする。なお、積上げ計上した場合は、特別仕様書に明示するものとする。
	(1) 現場管理費の積算は（純点検・整備費）×（現場管理費率）とする。
	(2) 純点検・整備費とは〔材料費＋直接経費＋直接労務費＋塗装費＋共通仮設費(派遣費を除く)〕とする。
	(3) 現場管理費率は、表－1・4によるものとする。
	(1) 点検整備間接費の積算は（点検整備工費）×（点検整備間接費率）とする。
	(2) 点検整備間接費率は表－1・5のとおりとする。
	(3) 複数種の設備を１件の点検整備業務で発注する場合の点検整備間接費率は、設備毎の点検整備間接費率を採用し、設備毎の点検整備間接費を単純合算するものとする。
	(1) 一般管理費等の積算は（点検・整備原価）×（一般管理費等率）とする。

	ア　標準一般管理費等率は、表－1・6によるものとする。
	(1)　宿泊費及び宿泊手当は「1-5(6)宿泊費」に準ずるものとする。
	(2)　技術員の賃金は、点検整備工の賃金に準ずるものとする。
	(3)　間接費は「1-7  点検整備間接費」に準ずるものとする。
	(4)　一般管理費等は「2  一般管理費等」に準ずるものとする。
	(1) 支給品とは設備の点検・整備に際して別途契約により取得した材料等を受注者に支給するものをいう。
	(2) 支給品の現場管理費に対する取扱いは次による。
	(3) 支給品は一般管理費等の算定の対象としない。


	504白紙頁p
	505-506公文p
	507-第1章総則歩掛
	第１　目　的
	第２　適用範囲
	第３　歩　掛

	508-516第2章用排水ポンプ設備歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び構成
	２　適用規格

	第２　点検原価
	１　点検工数


	517-530第3章水門設備歩掛
	第１　適用範囲
	１　区分及び構成
	２　適用規格

	第２　点検・整備原価
	１　点検工数


	531-532公文p
	533-534運用①一般
	535-536運用②ポンプ
	537-538運用③水門
	539-540公文p
	541-635考第１電通点検
	636-考第１電通点検 - 後の白ページp
	637-638公文p
	639-641参考第２電通運転
	642白紙頁p
	643-644基準公文p
	645-647【設計：価格】価格積算基準
	648白紙頁p
	649-650公文p
	651-662設計業務運用
	663-664運用公文p
	665-690運用設計業務
	691-692公文p
	693-707診断業務
	１　一般事項
	３　機能診断歩掛の適用
	４－１　水門設備における現地踏査及び現地調査（診断調査）
	1)　適　　用
	2)　参考歩掛
	(注)  1．Ｙは参考歩掛（人）、ｙは作業項目別算定式である。
	3)　作業項目別算定式
	(注）1． 詳細診断は、別途見積り等により適正に計上する。
	4)　職種別労務構成比率
	(注) 1.　詳細診断は、別途見積り等により適正に計上する。

	４－２　水門設備における機能診断
	1)　適　　用
	2)　参考歩掛
	(注) 1． Ｙは参考歩掛（人）、ｙは作業項目別算定式である。
	3)　作業項目別算定式
	(注) 1．詳細診断は、別途見積り等により適正に計上する。
	4)　職種別労務構成比率

	４－３　用排水ポンプ設備における現地踏査及び現地調査（診断調査）
	1)　適　　用
	2)　参考歩掛
	3)　作業項目別算定式
	(注)　1．簡易内部診断調査及び詳細診断は、別途見積り等により適正に計上する。
	4)　職種別労務構成比率
	5)　ポンプ形式別補正係数

	４－４　用排水ポンプ設備における機能診断
	1)　適　　用
	2)　参考歩掛
	3)　作業項目別算定式
	(注) 1. 詳細診断は、別途見積り等により適正に計上する。
	2． 横軸ポンプと立軸ポンプを１業務で診断する場合は、各々の作業項目別算定式により計上する。
	3．複数の口径のポンプが設置されている場合は、単純にポンプの台数をｘの対象とする。
	4．点検取りまとめは算定式には該当せず、そのままｙの値となる。
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